
 

新型コロナウイルス感染症のパンデミック発生後、世界において民主主義の後退と呼ばれ

る現象が加速しているとの指摘が多くなるなか、「民主主義の未来」プロジェクトでは、民

主主義の現状をどうみるべきか、感染症により民主主義に投げかけられた問いとは何か、日

本は世界の民主主義にどのように係わっていくべきか、そもそも民主主義はなぜ重要なの

か、研究会メンバーに議論をして頂きました。 

以下は、2020 年 11 月 19 日に行われた議論の様子です。 
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現状における民主主義の一番の危機とは 

 

彦谷 本日は「新型コロナウイルス感染症

の拡大と世界の民主主義との関連」につい

て、先生方のお話をおうかがいしたいと思

います。よろしくお願いいたします。 

 

まずは、それぞれのご専門の観点から近

年の民主主義の現状をどのように見ていら

っしゃるか、お聞かせください。新型コロナ

ウイルスとの関係でよく取り上げられる視

点として、民主主義の退行の要素として V-

Dem (Varieties of Democracy )プロジェク

トでいうところの「７つのバックスライデ

ィング（後退）のインデックス」があります。

①緊急事態法制や緊急的な措置を政府が時

限立法的でなく行うこと ②差別的な結果

をもたらすような措置を行うこと ③人権

侵害につながること ④メディアの自由の

制限 ⑤立法府への制限 ⑥執行面での人権

侵害が多い、⑦政府による偽情報の拡散、な

どが挙げられています。この辺りのことも

絡めて、現状において一番危機感をもって

いらっしゃることは何でしょうか。 

 

矢吹 私のバックグラウンドは弁護士です。

日本弁護士連合会で法制度整備支援の活動

を 25 年、特に途上国で行ってきました。国

際法曹協会（International Bar Association）

などの国際法曹団体でも同様の活動をして

きまして、多くの国の法制度や政治体制を

見てきた点からお話したいと思います。 

 

まず結論から言うと、民主主義の価値観

が世界で非常に劣化しているように見える

ことです。権威主義の国、民主主義が十分に

機能していない国が増えてきているのでは

ないかという危惧感をもっています。弁護

士という立場から、私は民主主義の価値を

政治という側面でなく、人権保障やそれに

つながる人間の安全保障という側面からい

つも考えています。ご存知のように民主主

義とは、国民が政府を選択できること、政治

的自由と人権が保障されていることが大切

です。政治に関わる人権には、言論の自由、

知る権利、政治活動の自由、報道メディアの

自由、集会・結社の自由などがあります。選

挙権、被選挙権を含む公正な選挙制度も重

要な要素です。米国の政治学者であるラリ

ー・ダイアモンドさんが、民主主義の要素と

して以下の 4 点を挙げています。①自由で

公正な選挙 ②政治や社会でアクティブな

市民が参加していること ③人権保障 ④法

の支配です。このうち、私は市民社会と法の

支配が大変重要だと考えています。法の支

配（rule of law）は、適正な法的な手続法、

人権に配慮した実体法のいずれもが、すべ

ての人にインクルーシブに、平等に適用さ

れることが重要です。 

 

権威主義の多くの国は強固な中央集権主

義であり、他方で政治的な自由が制約され

ています。例えば一党独裁や軍事体制の国

であっても、政党議員や選挙の実施など民



主的な制度を形式的に採り入れている国が

多くありますが、この方法は中央集権的な

政府を定着させるためには機能していると

思います。戦後から 1970 年代までは冷戦を

背景にそういった国が増大しましたが、

1980年代後半に東西冷戦が終わり、1989年

にベルリンの壁が崩壊し、1991 年にソビエ

ト連邦が崩壊すると、民主主義を志向する

国が増えてきました。2000 年代に入ってか

らは、その情勢がまた変化しています。ロシ

アや中国など市場経済化を社会主義的、共

産主義的に導入した国が国力をつけて台頭

し、その他方では中東など旧来からの支配

者層が力を維持し続けている国々があるか

らです。これらを踏まえて私は、今まさに民

主主義の岐路にあるということを認識しな

ければいけない、ということを考えていま

す。権威主義の拡張政策によって、私たち民

主主義の国々も対応を迫られています。例

として適切かどうかわかりませんが、中国

が東シナ海や南シナ海で海洋進出をしてい

ることや、一帯一路政策など他国の経済に

恩恵を与えるように見える政策を実施して

いること、そして 2020 年 6 月に施行され

た香港国家安全維持法による人権制約──

例えば政治的活動の制約や非公開裁判の導

入などが、例として挙げられると思います。 

 

私たちが民主主義の名手だと思っていた

米国では、大統領選挙の混乱によって国家

が分断してしまっています。彦谷先生がお

っしゃっていたように、欧州も新型コロナ

ウイルスの影響で国力を相当削いでしまっ

ている状況です。そして一方では、政治的に

はポピュリズムが台頭し、民主主義の支持

が弱体化してきています。こういった多方

面の要素から、民主主義がまさに岐路にあ

るという段階だと私は考えています。 

 

彦谷 それでは竹中先生、お願いいたしま

す。 

 

竹中 私はもともと民主主義の研究をして

いまして、しばらく研究をしていなかった

のですが、最近民主主義の研究会にお声か

けいただく機会が増えました。「竹中さんは

昔、民主主義崩壊論を研究していましたよ

ね」と声をかけてくださるのですが、私はそ

ういうテーマでお声がかかるとは思っても

いませんでした。なぜかと言うと、20 年ほ

ど前に私が博士課程で勉強していた頃は民

主主義に対する希望があふれていて、多く

の国が民主化していくだろうと考えられて

いました。民主主義崩壊論はすでに終わっ

た議論という感じで、新しい研究も始まっ

ていませんでした。1975 年にフアン・リン

ス、シーモア・リプセット、アルフレッド・

ステパンという 3 人の巨頭が作った「民主

主義崩壊論」がバイブルのようになってい

て、「これで崩壊論は終わりだよね」という

感じになっていたわけです。 

 



最近になって民主主義崩壊論を理由にお

呼びがかかるというのは、個人的には複雑

な気持ちです。つまり、民主主義崩壊の研究

が行われるようになったということは、現

実社会で民主主義に対する脅威が高まって

いることを表しているからです。矢吹先生

がおっしゃったように、マクロで見た場合

に民主主義国の数は基本的にはずっと増え

ていましたが、ここにきて絶対数の上でも

減ってきています。フリーダムハウスのデ

ータによると率の上でも減っており、その

代わりに権威主義、そして準民主主義や競

争的権威主義体制といった中間形態が増え

てきているので、どういう状況なのかを考

える必要があります。 

 

なぜ長期的な変化が起きているのか。

1975 年以降に民主化の波が広がり、冷戦が

終わって民主主義がさらに広まっていった

時には、経済的な繁栄と民主主義はセット

で考えられる傾向にありました。先進国は

経済的にも余裕があったので、民主主義に

なることを条件に経済的支援をすることで、

権威主義国が民主化する誘因を与えていた

と思います。1960 年代にリプセットによる

「経済発展すると民主主義になる」という

テーゼが出され、多くの研究者によって研

究が行われ、経済発展をすれば何等かの形

で民主化につながるという因果関係が多く

の人に信じられてきました。 

 

しかし今どうなっているかと言うと、「シ

ンガポールモデル」と言ったらシンガポー

ルは怒るかもしれませんが、経済発展を続

け、権威主義体制の維持の成功する国が出

てきています。経済発展に成功している場

合は民主主義も安定しますが、実は権威主

義体制でも経済発展を安定させられるので

はないかということです。中国がこのシン

ガポールモデルを目指していることは間違

いないと思います。権威主義国の経済発展

は他の国の民主化にも影響を及ぼしていま

す。今どういうことが起きているかと言う

と、カンボジアが良い例ですが、権威主義国

も経済援助を出せるようになってきていま

す。他方で、欧州は民主化をしていた頃は各

国を民主主義で援助することに熱心でした

し、アメリカも民主主義を広めることに非

常に熱心でしたが、最近は先進民主主義国

が内向きになってきており、民主主義を広

げることに以前よりも情熱をもたなくなっ

ています。民主化する誘因が援助面で減っ

ていることは、以前ほど民主化のドライブ

がかからない原因の一つではないかと考え

ています。 

 

先進民主主義国で問題なのは、欧州でも

ポピュリスト政党が出てきたこと、そして

民主主義のモデルであるはずのアメリカで

は現職の大統領がたくさんのメディア批判

をし、選挙の前から選挙結果を信じないと

言っていることです。2016 年の大統領選挙

から彼は大々的に「この選挙の結果は疑わ

しい」「既存のメディアの言うことは信じな



い」などと言っていましたが、今回の大統領

選でも結果を信じないと言い続けているわ

けです。 

 

民主主義というのは、クーデーターなど

によってある日突然崩壊することはなく、

徐々に退行していくものです。このことは

フアン・リンスも言及していますし、最近で

はスティーブン・レビツキーとダニエル・ジ

ブラットがリンスとリプセットの研究をリ

バイズした『民主主義の死に方（How 

Democracies Die）』という本の中にも書か

れています。徐々に退行していくというの

は、先ほど矢吹先生がおっしゃった民主主

義のなかで守らなくてはいけないルールを

少しずつ尊重しなくなるということです。

選挙結果に文句をつけて信じないというの

も一つの例で、民主主義の正当性について

一部の人が疑問をいだくようになり、そし

て民主主義が退行していくということです。 

 

先ほど経済的な話をしましたが、もう一

つの要因としてあるのが規範の重要性です。

多くの人が「本当は民主主義じゃないとい

けないよね」と思っているという正当性で

す。北朝鮮のように明らかに民主主義では

ない全体主義国家も、正式名称には「民主」

という言葉が入っていますよね。民主主義

の正当性というのはあったと思うのですが、

そのモデルであるアメリカでこのような事

態が起きてしまうと、権威主義国の独裁者

なども「俺たちとやっていることは変わら

ないじゃないか」と言い出せてしまうわけ

です。規範の競争においても今までのよう

な優位性、正当性を保持できない状況にな

ったことを非常に憂慮しています。 

 

もう一つ憂慮していることがあります。経

済データはまだあまり出てきていないと思

いますが、新型コロナウイルスによって経

済的に弱い層がさらに打撃を受け、富んで

いる人はますます富んで格差が開いていき

ます。民主主義を安定化させる条件の一つ

に強固な中産階級が存在することがあると

思いますが、先進民主主義国で中間層の没

落が進んで格差が広がると、政治的な思考

の分散──左翼的な人と右翼的な人との分

断が進むので、極端な主義主張を掲げる政

党の勢いが今後強まっていく可能性がある

ということです。 

 

彦谷 アメリカ自身や欧州の性格が変わっ

たことなど、全体像を提示していただきあ

りがとうございました。矢吹先生には今ま

でのご経験から発言していただいてありが

とうございます。 

 

新型コロナウイルスによるパンデミックが

民主主義に与える脅威について 

 

お二方のご専門とこれまでの研究を踏ま

えて、今回の新型コロナウイルスというパ

ンデミックが民主主義に与える脅威につい

て伺いたいと思います。新型コロナウイル

スが原因で民主主義が悪化したのか、もし

くはすでに民主主義が退行しはじめていた

国、いわば「持病」を抱えていた国の状況を

新型コロナウイルスがさらに悪くしたとい

う見方が正しいのでしょうか。また、反対の

視点として、どのような国においては、パン

デミックという危機に対して民主主義が強

靭（リジリエント）であったと言えるのでし



ょうか。 

 

私は今ニューヨークに住んでいます。ニ

ューヨークはこのパンデミックの初期にア

メリカで一番厳しい状況になり、事実上の

ロックダウンを経験しました。その経験を

通じて私が感じたことは、民主主義社会の

なかにもちょっとしたことで権威主義にな

ってしまいかねない要素があるということ

です。そしてリジリアンス（強靱性）がある

のはどういった部分なのかと考えさせられ

ました。何のために政府は行動変容を求め

て、なぜ市民はそれに従うのか。緊急的な措

置を発動されることに対し、市民の側がど

のように受け止めるか。ニューヨークの場

合は、州政府が都合の悪い情報も公開し、市

民も政府の提供する情報を信頼したことが

非常に重要だと感じました。 

 

竹中 新型コロナウイルスが民主主義に与

えた影響はいくつかあります。パンデミッ

クに関しては、短期的に人々の行動を制約

するのは民主主義国であっても止むを得な

いのではないかと私は考えています。いく

つかの国々では行動の自由を制限し過ぎだ

という反発が市民から出て、結局新型コロ

ナウイルスを抑えられないという方向にな

ってしまっています。この問題と伝統的な

民主主義国の民主主義の質が劣化するかど

うかは、切り離して考えたほうがいいので

はないかと思っています。 

 

むしろ深刻なのは、中国は非常にうまく

新型コロナウイルスを抑え込みましたし、

ベトナムも厳しく対策を行って抑え込みま

したので、「権威主義体制のほうが優れてい

る面がある」と彼らが今後さらにアピール

することです。正当性の競争をした場合、こ

れまでは何だかんだ言っても民主主義国に

正当性があって、「権威主義国の人たちも本

心では民主主義国のほうがいいと思ってい

るんじゃない？」と言えたところがあり、そ

して相手もそう言われるとそこで黙る、と

いうようなところがありました。パンデミ

ックへの対応に関しては、一部の権威主義

国は明らかに優れたパフォーマンスを示し

ています。シンガポールもそうですね。そう

なるとやはり、民主主義国の対応能力が問

われてきます。彦谷先生がおっしゃったニ

ューヨークのようなやり方もあると思いま

す。日本も今後の状況が悪化した場合には、

「日本のやり方も結局だめだったね」とい

うことになってしまいますので、この先の

日本の状況は非常に重要だと思っています。 

 

今後格差にどのような影響を及ぼすかに

ついては、パンデミックによって経済状況

が悪化することで格差が悪化し、失業者が

増えていくかもしれません。そうして不満

を抱えた人たちが、極端な主義主張を掲げ

る政党を支持するようになります。それは

左翼や右翼政党かもしれないですし、ポピ

ュリスト政党かもしれません。ポピュリズ

ムというのは左翼も右翼も両方とも成立す

ると思っています。そうした極端な主張の

政党を支持することで政治が非常に分散的

になると、民主主義が不安定になってしま

うのです。私はそのことを非常に恐れてい

ます。 

 

準民主主義国、権威主義と民主主義の間

にあるような国で、既存の指導者が緊急事



態宣言などを発して人々の行動を制限する。

これはタイが良い例ですが、緊急事態宣言

をずっと延長して、それを理由に人々の行

動を制約しています。行動を制約する本当

の狙いは何かと言うと、それは反政府運動

をさせないためではないかと思っています。

それでもタイではデモがたくさん起きてい

ますけれど。パンデミックを抑え込むため

の緊急事態宣言を、権威主義か民主主義か

が曖昧な領域にいる支配者たちが、自分の

支配を優位化するために反政府運動を取り

締まる名目として使う、というのはとても

恐ろしいことです。 

 

彦谷 矢吹先生はカンボジアでの支援活動

のほかにも、モンゴルやインドネシア、ベト

ナム、ネパールでも司法支援活動をされて

いらっしゃいますね。パンデミックによっ

て中国モデル的な権威主義体制の優位性が

かえって証明されて、民主主義への機運が

下がっているということは感じていらっし

ゃるでしょうか？ 

 

矢吹 彦谷先生がおっしゃったことを私は

強く感じています。私はカンボジアで 25 年

活動していますが、当時はドナー協調がな

され、日本がドナー国の議長をしていまし

た。今はもう日本ではなく、フン・セン首相

は中国一辺倒になってしまっています。ど

うしてだろうと考えると、権威主義のモデ

ルが成功しているからなのだと思います。

あのようにすれば自分たちも成功できるの

ではないか、と見てとれるのではないかと

思います。 

 

一番の成功とは、先ほど竹中先生がおっ

しゃったように経済的な成長だと思います。

米国を中心として世界銀行、国際通貨基金

（IMF）を中心としたワシントン・コンセン

サスでは、市場経済化を支援すればその先

には民主主義があると考えられていたので

す。そうしたワシントン・コンセンサスの理

解のもと、米国も国際開発庁（USAID）を

中心として支援してきたこのモデルが、市

場経済化しても権威主義でも十分にそれを

吸収して発展してきたことに対応できない

のです。中国は、株式取引等も非常に活発

で、アジアインフラ投資銀行を作ったり、他

の国に経済支援プラス権威主義的な政治的

枠組みを輸出しようとまでしています。他

の国もその成功体験を見ていて、「やはりこ

れで良いのではないか」と感じていると思

います。 

 

加えてこの新型コロナウイルスでは、権

威主義国のほうが効果的で迅速な対策がで

きています。中国は最初あんなに騒がれて

米国から非難されたけれど、今は抑え込ん

でいる。自分たちも同じように抑え込むこ

とができるのではないかと思っているわけ

です。実際に権威主義は権力が集中して迅

速な政策実行ができますよね。法律がなく

ても、広範な行政裁量で政策実行ができて

います。そして監視社会である場合が多い

ので、都市封鎖やロックダウンもしやすい

ですし、市民の行動監視もできるのです。ハ

ンガリーのオルバン首相が 3 月に非常事態

宣言を行った時も、無制限の首相の権限の

拡大、メディアの自由の制限も併せて設け

たことが好例だと思います。他方で、民主主

義は憲法や法律の制約が多く、政党間の調

整も必要ですから時間がかかります。国民



を監視することはプライバシーの侵害だと

言われ、こういった問題を解決しなければ

いけないので時間がかかるわけです。 

 

ところが市民社会がどのように見ている

かと言うと、自分たちで選んだリーダーが

決めたことには従うというのを非常に重要

な価値としてもっています。したがってそ

のリーダーが不十分なことをすれば、自分

たちが監視をして改めさせるということが

民主主義とそれを支える市民社会の価値の

根底にあります。この市民社会がある限り

は、民主主義は死なないと私は思っていま

す。 

 

米国では新型コロナウイルス関連の多く

の暴動や混乱が起きていますが、最終的に

はそういったことも吸収して、また元の米

国に戻っていくだろうと私は期待していま

す。なぜかと言うと、自分の発言を聞いても

らいたい、良いリーダーであれば支援する、

という価値観を米国市民社会がまだ保って

いると信じているからです。日本はどうか

と言えば、いわゆる特措法（新型インフルエ

ンザ等対策特別措置法）のもと、憲法的な制

約があるために緊急事態宣言が発令されて

もロックダウンできないという状況でした。

そして営業自粛を求めたら一定の補償をす

る。これは憲法 29 条 3 項の「正当な補償」

をする必要があるという条項を、ある意味

では広く解釈して支援が行われています。

これはやはり国民が見ているからだと思う

のですね。国民に押し付けるのであれば補

償なんてしなくていいわけですが、次回の

選挙でも国民の支持を得て選ばれなくては

いけないという認識が行政府やそれを支え

る立法府にあるのです。そういう側面が民

主主義にはあるかと思います。 

 

結論として、新型コロナウイルスへの対

応と、民主主義か権威主義かという論点は、

別の問題と考えるべきだと思います。竹中

先生がまずそのようにおっしゃっていまし

たが、私も別問題だと考えています。民主主

義がなぜ大切なのかということを、もう一

度振り返って考えるいい時期ではないかと

思います。 

 

国連の人権規約自由権の規約の第 4 条 1

項でも、公の緊急の場合にはその必要な限

度において一定の制約を課する、と規定さ

れています。ただし、人種、宗教、ジェンダ

ー、出自といったものを理由に、どんなこと

があっても差別をしてはいけないというこ

とが書かれています。緊急事態の場合は必

要な範囲において制約できるけれど、守ら

なくてはいけないものは必ず守らなければ

いない。この価値観をいかに他国と共有で

きるかというのが、私たちのチャレンジで

はないかと思います。 

 

 

彦谷 ありがとうございます。新型コロナ

ウイルスによって民主主義の悪化が加速し

たかどうかについては、切り離すべき面と

連動する面を整理したほうがいいのではな

いかと思ったのでうかがいました。 

 

竹中先生は日本のケースについての著書

がまもなく発売になるかと思います。今回

興味深い点があるとすると、同じ新型コロ

ナウイルス対応でも民主主義国間によって



かなり違いがあったことではないかと思い

ます。民主主義国にとって一番難しいのは、

プライバシーと行動制限の問題で、民主主

義的な価値観と両立しがたいところではな

いかと思います。 

 

テキサス大学の政治学者、シーナ・グリー

テンズは International Organization 誌のコ

ロナ特集号で発表した論文で、民主主義国

が感染拡大に対応するためにサーベイラン

ス（監視）を強化するにあたって、民主主義

を後退させないための三つの基準があると

言っています。①どのくらい必要で、必要の

程度にどれだけ比例的であるか、過剰な規

制ではないかということ。②時間的にも範

囲的にも限定されていること。永遠に拡大

していくのではなく、何かが基準で止まる

ことになっていること。かつその対象が限

られていること。③それについてのオーバ

ーサイト、監視の仕組みがきちんとあるこ

と、です。   

 

 このような観点からは、竹中先生は日本

の対応を現時点ではどう評価されていらっ

しゃいますか？  

 

 

竹中 ①のサーベイランスというのは、プ

ライバシーの保護をどこまでするかという

ことでしょうか？ 

 

彦谷 サーベイランスやトレーシング（追

跡）などを政府が行うのをどこまで認める

かということについてです。 

 

竹中 政府が作る基準というのは、例えば、

議会がお墨付きを与える、政府がサーベイ

ランスの基準を公開する、集めた情報はき

ちんと保護して他には使いませんと言及す

る、といったことでしょうか？  

 

彦谷 アクセスできるのは誰までかという

のを先に伝えるとか、情報は何日後に消去

します、とか。ある程度は情報提供が公正に

行われていることが前提になっています。

特に、行政府と立法府のバランスにおいて

は、行政府のほうが強くなる傾向に対して

立法府がどのくらい役割を果たしているか

ということも注目点の一つのように感じま

す。 

 

竹中 今の切り口はすごく斬新で、そのこ

とでまたひとつ論文が書けるなと思いまし

た。ネタをいただいてありがとうございま

す（笑）。私の本はそういう切り口ではない

のですが、この三つの基準からすると、日本

の場合はそもそも同意がないとトレースで

きないので安心感はありますよね。強制的

には調べられないので、誰とご飯を食べて

いたか、どこに行ったかということを保健

所は調べることはできません。あくまでも

同意に基づいています。保健所、究極的には

地方政府が集めた個人情報をどのように扱

うかについては、あまり議論はなかったと

思います。それは保護されているという暗

黙の了解があり、そして同意しないと調べ

られないということが根底にあると思いま

す。実はこのことが、日本の場合には大きな

問題になっています。特に初期は、いわゆる

接待を伴う飲食店での感染が広がっている

と言われていましたが、実際に調べてみる

と「いや、私は誰にも会っていません」と本



当のことを言わない人が多いのです。感染

経路不明というのがたくさん出ましたが、

時間をかけて聞いていくと少なくとも一波

の時はほとんどは飲食店での感染だったわ

けですね。日本の場合は調査に強制力がな

いために感染が広がってしまいました。強

制すると民主主義の権利、保護の問題が出

てきますから、日本は民主主義の原則を非

常に重視した形で対策してきたということ

が①に関して言えると思います。 

 

②については日本は緊急事態宣言を出し

ましたが、それはとても緩やかなもので、外

出禁止に強制力はなかったですし、罰則も

ありませんでした。営業自粛についても罰

則はなく、あくまで要請ベースの話です。期

限をきちんと切りましたし、地域も限定的

に行いました。10 日ほど経ってから全国に

拡大しましたが、その時から「解除できると

ころはどんどん解除していきますよ」と言

っていたので、多くの人たちは「これはいつ

までも続く話ではない」と理解していたの

ではないかと思います。 

 

ただ基準については、クリアな形で設定

していたわけではないです。結局は医療状

況が逼迫し、東京都の病床数が足りなくな

り、大阪も同じような状況になって、これで

は病院がパンクしてしまうということで、

最終的に首相が緊急事態宣言を発動しまし

た。急に感染が拡大してしまったので基準

がなかったのです。そして、基準がないとい

うことを大阪の吉村府知事が言い出して、

どうなったら解除するのかという問題が地

方政府から提起されました。当初、政府は数

値基準を設けることを非常に渋りましたが、

結局は一定の基準を設けて、感染者数が一

定数下回るようになったら基本的に解除す

る、と決まったわけです。今問題なことは、

再発動する時の基準は作っていないという

ことです。この数値になったらまずい状況

になるだろうというのを、大阪府などは基

準をきれいに作って発動しています。東京

都はもう少し緩やかで、「総合的に判断する」

と言っていますね。先ほどのニューヨーク

の場合はポジティビティ・レート（陽性率）

が 3％を超えたら学校を閉鎖するなど、非

常にクリアです。日本は結局、裁量を残した

いために基準を決めておらず、そして地方

政府に任せています。国民は地方政府が何

をやっているかまでは関心がないというか、

マスコミも詳しくトレースをしていません。

トレースしているのかもしれませんが、47

都道府県すべてをするのはかなりの作業で

すから、基準に関しては日本は少し緩いな

と感じています。 

 

③のオーバーサイトについては、政府が

何をしているのかについてマスメディアが

かなり厳しく評価している感じがします。

ただ、メディアの報道については大して心

配することがないような時から「大変だ」と

言って人々の不安を煽り立てているという

批判もあります。結局、この新型コロナウイ

ルスがどれほど深刻なのかに関しては、政

府の会議に入っている専門家以外にも「専

門家」として紹介される人が多く、外からみ

ているとそういう人たちの間でも意見が分

かれてしまっているのでなかなか難しい気

がしますね。 

 

最後に、私が本の中で取り上げた問題が



二つあります。一つは中央政府と地方政府

の関係です。感染症に対応できる権限をも

つ人があまりに多いために、統一的な対応

方針を作ることができていません。そして

対応するにあたっては、中央政府の権限が

ほとんどないのです。最初に安倍前首相は

一所懸命やろうとしたのですが、実際にや

ってみると緊急事態宣言を発するくらいし

か彼には権限がない。あとは皆に「お願いし

ます」と言うだけで、そのお願いを聞くかど

うかは地方政府次第なのです。しかも大都

市は地方政府が二層構造になっていて、都

道府県と政令市、特別区に権限が分かれて

います。特に感染症の検査、トレースの権限

をもっているのは保健所です。東京都の場

合は、都知事には 23 区にある保健所を指揮

する権限がまったくありません。保健所の

リソースをどれだけ活用するかは 23 区の

それぞれの特別区長次第、ということにな

っているのです。感染症というのは広がっ

てしまいますから、一つの地方公共団体の

対応がまずいと、その悪影響を周辺の地方

公共団体が受けてしまいます。ある程度、面

的には広いところで対応する必要があるの

ですが、日本はあまりに分権的になってい

ます。これは民主主義のなかでどのように

権限を配分するかと言う話になってくるの

で、民主主義自体の問題ではありません。 

 

彦谷 地方政府──アメリカで言うと州レ

ベル、市レベルで対応するのが初動として

必要ですし、細やかな対応をするためには

重要だと思います。ニューヨークも州と市

が合意しないということがありました。州

を超える人々の移動をどこまで制限できる

かということについては、州を超えたら何

日隔離するとか、早めに検査して早めに隔

離から出るなど、細かく対応が行われてい

ます。それもある程度の信頼のもとに成り

立っていることです。 

 

そして無自覚者が感染を広げる可能性が

あるので、とにかく検査をしなくてはいけ

ないということについては、少なくとも国

民的、州民的な合意があります。かなり自主

的に検査をしているので、学校閉鎖を行う

か、レストランでの店内飲食が行えるかな

どについての指標ができるということが大

前提にあり、その指標についてはあまり疑

念がないというのが出発点なのかなと思っ

ています。ただ、もちろん考え方は皆違いま

すから、学校は陽性率が 3％で閉鎖するの

に、なぜレストランは客数が通常の 25％ま

で認められて 22 時まで営業できるのかと

いう文句が当然出ます。恣意的もしくは強

制的だと考える人が当然いるわけです。そ

れでも、科学的根拠や納得できる材料を探

そうとしている姿勢を政府が見せているこ

とが、「ある程度は仕方ない」と皆が思えて

いる理由なのかと思います。最近では「いつ

までも続くことではない」ということが見

えてきて、ワクチンができる期待もあるの

で納得していると思います。 

 

先ほど竹中先生がおっしゃったように、

長期的に考えるとどこまで経済的なインパ

クトがあるのか、そして新型コロナウイル

スによる経済的な格差や、医療へのアクセ

スが人種間や経済レベルで異なることが顕

在化している今、それにどう対応するかと

いう課題が今後長く続くと思います。そし

てそれがどのような形で政治に影響がある



のか、多いほうへ進むのか、かえって分極化

が進むのかについては、もう少し時間が経

たないとわからないと思っています。 

 

 

日本は世界の民主主義にどのように関わっ

ていくべきか 

 

今の日本の対応について、矢吹先生は法

律家の観点から、民主主義の比較のなかで

の日本の特徴についてどのように考えてい

らっしゃいますでしょうか。 

 

 

矢吹 お二人の話を聞いていて、透明性（ト

ランスペアレンシー）という点では、中央政

府と地方政府、そして東京都知事と区長が

侃侃諤諤（かんかんがくがく）としている様

を国民が見ていることは、とても重要だと

思いました。議員内閣制の下で自民党政権

が長期化しているなかで、立法府が十分に

行政を監視してそれを国民に知らせるとい

う機能が日本は非常に弱まってしまいまし

た。今回の新型コロナウイルスへの対応で

良かったことは、中央政府と地方政府が公

の場で意見を言い合ったということです。

それを私たちが見て、自分たちで判断でき

るということは良かったと思います。その

点が唯一、日本の民主主義はまだ機能して

いると感じるところです。唯一と言っては

語弊があるかもしれませんが。 

 

もう一つは指標です。東京では昨日（11

月 18 日）過去最多の 493 人の新規感染者

が出ました。小池都知事は新規感染者数が

急に 500 人弱に増えた理由は検査数が増え

たからだ、とおっしゃいました。検査数が増

えれば感染者数も増えるというのは当然で

すが、日々のテレビでは感染者の数しか言

いませんよね。何件の検査が行われてその

うち何人が感染しているのか、陽性率が

何％かわかって初めて理解できるのです。

検査数によって感染者の数が 100 人になっ

たり、200 人になったり、500 人になったり

すると国民は非常に混乱します。つまり、透

明性のある情報をきちんと国民に知らせな

いと国民は混乱するのです。 

 

日本では、色々な指標をもとに最高レベ

ルに上がったとしても、急に自粛を求める

わけではありません。「総合的な判断で検討

します」と言って、そこからさらに 1～2 週

間が簡単にかかってしまいます。国民にわ

かりやすいように、こういう指標になった

らひとまず 1 週間は制限する、その後に落

ち着いたらまた元に戻すといったような、

アクセルとブレーキをきちんと使い分ける

ことを民主主義のなかでできるのが一番良

いと思います。そこで政治家や行政の長の

方は責任を問われるわけです。行政は安定

性を指向するので、今日はアクセル、明日は

ブレーキということはなかなかできません。

そこが行政が肥大化している日本の大きな

課題ではないかと思っています。 



 

先ほどプライバシーと監視社会の話が出

ましたが、必要性や比例原則（プロポーショ

ナリティ）をきちんと守った上で、トレース

ができ、後で振り返って何をしたのかがわ

かるというのは非常に重要です。市民社会

の重要な機能は、市民社会が政府を監視で

きることなので、情報公開が重要なのです

が、昨今問題になっている公文書開示など

日本は非常に遅れていると思います。市民

社会が後から監視できるというセーフハー

バーがあって初めて、政府や政治を担う

方々が緊張感をもって仕事ができます。 

 

他方で、市民からの監視機能をもっと強

化するとともに、市民の側でも改善すべき

ところがあります。エコノミスト誌の民主

主義インデックスで日本は24位で、「flawed 

democracy」、私は「課題のある民主主義」

と言っています。その下のランクになると

「hybrid democracy」となり、先ほど竹中先

生がおっしゃったハイブリッド型の民主主

義です。日本が 24 位である理由としては、

政治のガバナンス、民主主義の政治文化の

未成熟、そして市民の政治参加が脆弱であ

ることが指摘されおり、この部分を改善し

ないといけません。さらに重要なことは、な

ぜ民主主義が必要なのかということを、国

民が本当にわかっているかどうかです。理

解させる努力を私たちもしなくてはいけな

いと思っています。 

 

先日ラジオで幸福度ランキングの話をし

ました。幸福度ランキングとは国連の「The 

World Happiness Report」ですが、日本は 62

位です。なぜかと言うと、生き方の自由度や

社会的支援、つまり人に対する寛容度が低

いからです。寛容度は、個人の尊厳という民

主主義という制度で保障すべき最高のバリ

ューです。人間の尊厳を守るために民主主

義があると私は思っていますが、一番基本

の部分が日本は低くなっている。民主主義

の政治的文化の未成熟、市民社会、この部分

を私たち市民が変えなくてはいけません。

竹中先生がおっしゃったように中産階級層

がへたっている状況で、安定した個人の経

済力、それに関係づける政治参加をいかに

日本で培っていくかが課題です。それを進

めていく努力の過程で、日本は東アジアの

なかで民主主義の盟主になる可能性もある

のです。今、日本は民主主義の成長段階にあ

ると考えて、この新型コロナウイルス禍を

機に民主主義をもっと評価していくのだと

いう前向きな気持ちで進めばいいかと思い

ます。 

 

 

彦谷 延長上でもう一つ申し上げると、今

回の新型コロナウイルスによって、自分が

一票を投じないと命に関わるという危機感

がアメリカで生まれたのは、今回の大統領

選で投票率が上がったことに確実に影響し

ている気がします。 

 

竹中先生は JCIE のサイトで電子投票に

ついて書かれていますね。今回の大統領選

は開票のタイミング等で色々な混乱につな

がった面はありますが、期日前投票、ニュー

ヨークでも 1 週間以上前から投票できたこ

とや、郵便投票という方法など、パンデミッ

クでも意外と色々な投票方法があるとわか

りました。投票を鑑識している色々な委員



会の結果によると比較的スムーズに行われ

ています。様々な投票方法についてのポジ

ティブな実験となるのか、それとも将来に

禍根を残す投票方法になるのかは、アメリ

カの民主主義にとって非常に重大なポイン

トだと考えています。 

 

三つ目のお題として、すでに部分的にお

答えいただいた面もありますが、日本が世

界の民主主義にどのように関わっていける

か、そしてなぜ民主主義が重要なのかとい

うことについておうかがいします。矢吹先

生から第一声をうかがっておりますが、先

ほどのお話に続けて、どのような形で日本

が他国にとって民主主義を目指す目標、改

善の機会になっていくとお考えでしょう

か？ 

 

そして、先ほどの寛容度のお話は、私も非

常に気になっています。新型コロナウイル

スやパンデミックにおいて、自分の知らな

い人の具合が悪くなるということを慮るこ

とができなければ、行動はなかなか変わっ

ていきません。日本人はそれが苦手なのか

なと思うところがありました。その辺りも

含めて、これを機に日本が今後世界の民主

主義に対して何かできることがあれば聞か

せていただきたいです。残念ながら新型コ

ロナウイルス対応という直近のことでは、

韓国と台湾が褒められることが多く、日本

はあまり取り上げられませんね。 

 

矢吹 米国ハーバード大学教授のスティー

ブン・レベツキー氏とダニエル・ジブラット

氏の『民主主義の死に方』のという書籍の中

で、民主主義の基本的な要素は相互的な寛

容と自制心であり、これがなければ民主主

義は劣化していくと書かれています。私も

その通りだと考えています。自制して、人に

対する寛容の気持ちをもっていることは、

民主主義の大切な要素です。彦谷先生がお

っしゃったように、大統領選も含めて、米国

では寛容度や自制心がこれからあと数か月

試されると思っています。 

 

コロナ禍の日本で私が一番危惧していた

のは、医療従事者や感染した人に対する誹

謗中傷や差別意識がSNSなどを通じて広が

っていくことです。SNS は情報をどんどん

広められるという意味においては良いです

が、誹謗中傷があまりに広がっていくと今

度は寛容度や自制心を失わせ、ひいては民

主主義を失わせることになります。医療従

事者や感染者への誹謗中傷というのは、民

主主義に深く関係するのではないかと思っ

ています。 

 

台湾のデジタル担当大臣にオードリー・

タンさんがいます。彼女の著書を読んでみ

たらすべてにおいて「感謝」という言葉が綴

られていました。そういった人が新型コロ

ナウイルス対策のトップに立っていたら、

当然国民も「感謝」ということから物事を考

えるだろうなと思いました。先ほど日本が

途上だと言ったのは、こういうことを日本

も学んで吸収してほしいと思うからです。

現在非常に緊張している東シナ海の状況に

おいても、日本がさらに厚みを増して、民主

主義の強化を図る方向へ向かっていただき

たいです。そうした希望も込めて、日本は世

界から注目されていると思います。 

 



竹中 新型コロナウイルスについて台湾と

韓国の評価が高く、日本の評価が低いとい

うのは、検査数が足りないことが理由だと

思っています。日本という国は初期対応が

苦手なのです。それはある意味、日本の民主

主義の原則が徹底しているからかもしれま

せん。今回フタを開けてみたら地方政府が

いかに強いかということが非常にはっきり

としました。国民を含めて、まだコンセンサ

スができていないのだと思います。検査の

必要性についても、彦谷先生がおっしゃっ

たようにニューヨークではコンセンサスが

ありますが、日本では未だに検査をしなく

ていいと言っている人が専門家のなかにも

いるわけです。「最大限するべきだが全員に

する必要はない」とか必ず言うのですね。 

 

私は金融危機の研究もしていたのですが、

金融危機の時もコンセンサスを作るのに10

年がかかりました。金融危機対応のシステ

ムを作り上げるのに 10 年がかかって、最後

は竹中平蔵さんがある程度強引に進めてく

れたことでできあがりました。IMF の金融

危機対応の人が、「これは世界で最も良くで

きたシステムだ」と言うくらい良いシステ

ムを作ることができたのです。今回の新型

コロナウイルス対応も、日本の民主主義が

健全だからということはできます。いわゆ

るウェストミンスター型とコンセンサス型

がありますが、地方政府も含めたら日本は

相当なコンセンサス型の民主主義だと思い

ます。要は三層構造ですから、特別区の区長

の合意までとらないといけないので、我々

はまだそこに時間をかけている状況ではな

いかと思います。ある政治家が、「民主主義

というのはいったんコンセンサスができれ

ばそれが強みである」と言っていました。権

威主義は国民に強引に押し付けることがで

きるので、初期対応には優れているかもし

れません。でも、合意形成に成功した後は、

皆が納得している状況であるから民主主義

のほうが強いのだ、ということを言ってい

ました。それを私は信じたいです。 

 

日本はパンデミックに遭遇するのが戦後

初めてです。金融危機は経験していました

が、金融危機に比べても今回の新型コロナ

ウイルス対応はかなりしんどいのではと思

っています。保健所の対応や検査体制、キャ

パシティをどうやって作っていくかなど、

悲しいかな、専門家の方も政府も今の体制

を否定するわけにはいかないですから、そ

れを正当化して「今行っている政策が正し

い」と言いがちなわけです。現状で十分であ

り新たなキャパシティ・ビルディングは必

要ない、検査もこれ以上する必要ないし、分

権体制を見直す必要もない、と。本当はここ

からさらに向こうへ行かないといけないの

ですが、それにはさらに時間がかかるとい

うことだと思います。 

 

アジアの人たちにアピールできる点は、

何だかんだ言って日本の民主主義は安定し

ていますし、徐々にですが色々な改革をし

ているということでしょうか。矢吹先生の

お話をうかがっていて、先生は日本に対す

る期待がすごく高いと感じました。僕はそ

の点についてはちょっとシニカルです。だ

って、日本は良く頑張っていますよ。明治維

新が 18 67、68 年くらいで、明治憲法を制

定し、帝国議会を作ったのが 1889 年です。

イギリスなんて 1689 年には権利章典を制



定していますし、フランス革命が 1789 年、

アメリカ独立宣言が 1776 年です。イギリス

から考えると、200 年くらい遅れて日本は

始まっているわけですよね。そういう面で

は日本はすごく頑張っていますし、民主主

義を早期に立ち上げて成熟させてきている

と思います。言論の自由も保障されていま

すしね。寛容性の問題など色々ありますが、

今後も日本はちゃんとやっていけるのでは

ないかと思っています。 

 

 

彦谷 新型コロナウイルスが起きたことに

よって権威主義が加速した国、持病があっ

て権威主義傾向が広がった国、一方で危機

に対する強靭さ（リジリアンス）を持った国

というのがあるとすると、法の秩序や市民

社会が比較的しっかりしている国のほうが

強靭であったのではないかと思います。日

本がおそらく貢献できるのは、よりリジリ

アンスを高めることを支援することなのか

なと感じました。まさに矢吹先生が行って

いる活動のような東南アジアの国々に対し

ての立法支援プロジェクト、法の秩序を立

てて長期的なリジリアンスを作ることを支

援するほうが、短期的な対応よりも貢献で

きるのではないでしょうか。 

 

矢吹 アジアで法制度整備支援活動をして

きましたが、日本は今まで法制度整備支援

を、国の ODA のなかで国対国で行ってい

たのですね。ところが 20 年も長期で行って

いると、今度は法律を普及させないといけ

なくなります。そうすると地方政府の役人

や市民にどう普及できるかが課題となり、

プロジェクトが、大学などでどう教えるか、

社会のなかでどのように普及させるかとい

う方向に移行してきました。そうすると、日

本の法制度整備支援のビジネスモデル、つ

まり民主主義のビジネスモデルが、政府対

政府ではなくて、いかに市民社会に日本が

溶け込んで支援しているかが重要になりつ

つあります。そういった意味で、長期に法制

度整備支援をしていることは、民主主義に

とっても日本への信頼にとっても非常に良

いことだと思っています。 

 

彦谷 ありがとうございます。今日の会話

のなかでもその重要性を非常に感じました。

ぜひこの研究会でも考えていきたいと思っ

ています。
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